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表１　相続税・贈与税の納税義務の範囲

国外に居住

日本国籍あり

5年以内 ５年超
日本国籍なし

相続人（相続を受ける者）

国内に居住

日本国籍なし

すべての
相続財産

平成25年改正

国内に居住

５年超

５年以内

被相続人（相続をする者）

すべての
相続財産

すべての
相続財産

すべての
相続財産

国内財産
のみ

国内財産
のみ

平成12年改正
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遺言書作成の重要性と事業承継の方法 

はじめに 
 
もし社長が自分の代で会社を終わらせるのでは

なく、親族に事業承継をしてもらいたいと思った
時、最も大切なことは何でしょうか。 
何を考え、何から準備をしたら良いのでしょう

か。 
 

１ 遺言書作成の重要性 
 
平成 24 年の死亡者数は約 125 万人です。また同

年の自筆証書遺言の検認数は約 1 万 6 千件、公正
証書遺言の件数は約 8万 8千件です。 
これらの数字から（少し乱暴ではありますが）、

亡くなった方の12人に1人しか遺言書を書いてい
ないと考えることができます。 
経営者の方々は一般の方々よりも遺言書を残し

ていらっしゃる方は多いと思いますが、それでも
遺言書を書いていない経営者の方が多いと思いま
す。 
遺言書を書かないことの最大のデメリットは、

社長が保有する自社株が法定相続されてしまうこ
とです。 
つまり、家族構成にもよりますが、会社経営に

関わりのない相続人にも自社株が相続されること
になり、会社経営が非常に不安定になるのです。 
理想はすべての株式を後継者に相続させること

ですが、もしそれが叶わないのであれば、株式の
３分の２以上は承継させるようにして下さい。 
何故３分の２以上かというと、株主総会での重

要事項の決定するための特別決議に必要な議決権
を確保するためです。 
何の意思表示もしないで社長が亡くなってしま

えば法定相続人となる親族間で遺産分割協議をし
なくてはなりません。 
後継者に相続させる株式に見合った財産を他の

相続人に残すことが重要です。非常に難しいこと
ですが、生命保険などを使うことで事業承継者以
外の相続人に金銭を残すことも検討する必要があ
ります。 
 

２ 事業承継の方法 
 
今回のレポートでは事業承継の中で最も大切な

株式の承継についてのみご説明しておりますが、
その方法は上記の通り、遺言で株式を承継させる
方法と生前に株式を後継者に贈与する方法があり
ます。 
 

① 遺言 
 
 遺言を書く場合には、遺留分について考えなくては
なりません。 
遺留分とは、相続財産のうち、一定の割合の財産を、

兄弟姉妹を除く相続人に残しておかなければならな
い割合額をいいます。 
遺言を書いたとしても遺留分を無視した内容では、

後継者は遺留分を侵害された相続人から遺留分減殺
請求を受け、せっかく後継者に集中させた株式や事業
用資産などが分散してしまいます。 
このような事態を防ぐためにも、株式や事業用資産

以外の後継者以外の相続人に配分する資産を準備し
ておく必要があります。 
また、後継者以外の相続人に遺留分の放棄を事前に

依頼しておくという方法もあります。 
相続発生前の遺留分の放棄は家庭裁判所への申し

立てが必要ですが、後継者以外の相続人としっかりと
した話し合いができ納得させることができれば、相続
発生後のリスクを事前に低減させる有効な方法でし
ょう。 
 
② 生前贈与 
 
 株式を生前に後継者へ贈与する方法も考えられま
す。 
この方法を選択する場合も遺留分などについても

留意する必要があります。 
また贈与税などの問題にも気を付ける必要があり

ますので、節税のメリットをしっかり活かせるように
顧問税理士に相談しながら贈与を行って下さい。 
 
おわりに 
 
株式の承継方法として「遺言」及び「生前贈与」を

挙げましたが、いずれの方法においても遺留分に留意
する必要があります。 
この後者の生前贈与の遺留分の問題に対して、経営

承継円滑化法では、遺留分に関する民法の特例が定め
られました。 
生前に贈与した株式や事業資産等については、遺留

分算定の基礎財産に算入されないことになりますの
で、事業承継を円滑に進めることが可能となります。 
ただし、この特例を受けるにはいくつかの要件を満

たした上で、推定相続人全員の書面による合意、経済
産業大臣及び家庭裁判所に対する手続きが必要です
ので、専門家に相談しながら手続きを進めて下さい。 
 
 
行政書士伊東綜合事務所 
行政書士  伊東 良之 
http://www.going-concern.com/ 
 


